
1. はじめに

我が国には約8,000基の離岸堤が設置されている（海

岸統計，2006）．これらの離岸堤は，一般にブロックを

積み重ね築造されており，積み重ねられたブロックが来

襲する高波を砕くことにより岸への波のうちあげ高を減

少させたり，来襲波浪を遮り浜の砂の移動を弱めたりし

ている．しかしながら，これらの離岸堤は，波浪・潮位

など現状の外力を前提に設計されており，将来，外力が

増大した場合，既設離岸堤のブロックでは来襲波浪に対

し安定しないため，離岸堤は高波により容易に被災する．

高波来襲により離岸堤が被災すると来襲する高波を砕く

ことができず，来襲波は岸にうちあがったり，浜の砂を

持ち去ってしまう．

このような背景から，地球温暖化に伴い海面が上昇し

た場合，水深が増大するため，たとえ沖波の規模が変化

しなくても堤前波高が大きくなり，既設の離岸堤ブロッ

クでは来襲波浪に対し安定しない．そのため既存の離岸

堤を事前に補強することは喫緊の課題であるが，その工

法等対策はこれまで検討されていない．

また，富山県下新川海岸の東部では，計画規模を上回

る2008年の高波（中村ら，2008）の来襲を踏まえ，当該

海岸の計画外力を上方修正した．その結果，既存の離岸

堤ではブロックの必要質量が不足するなど，計画波浪に

対して安全性能を確保できないものが存在する．

これらの課題を解決するため，計画外力増大に対する

既設離岸堤の補強工法を模型実験により検討した．

2. 下新川海岸東部の計画外力と必要ブロック質量

下新川海岸東部では，2008年の来襲波浪を踏まえ，計

画高潮位T.P.+1.07m，沖波有義波高7.4m，有義波周期

13.9 sとした．見直された沖波有義波高，有義波周期は

2008年の来襲波浪にほぼ相当する．

当該海岸は海底に複雑な凹凸地形を有するため，屈折

による波の集中を考慮して10mのメッシュで平面2次元

波浪変形計算を行い（福濱ら，2009），各測線での離岸

堤の前面波高を算定し，ハドソン式により離岸堤の必要

ブロック質量を算定した．測線ごとの算定結果を図-1の

棒グラフに示す．実線は既設地点，点線は未設（設置計
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画）地点である.

なお，図には外力見直し前の離岸堤の設計ブロック質

量を太線で示し，また，あわせて2008年高波による被災

実績を示している．被災離岸堤と，既設設計ブロック質

量が見直した必要ブロック質量に不足している箇所がほ

ぼ一致ており，ブロック質量の不足が被災の原因である

と推測される．

3. 模型実験の概要

（1）実験装置

実験で使用した二次元造波水路は図-2に示すように，

水路長35m,水路幅0.5m,水路高1.0mの鋼製水路で,片面20

m部分には海浜地形や波浪状況が横から観察できるよう

に透明アクリル製になっている．造波装置は吸収制御の

ピストン型造波方式で，規則波および不規則波の発生装

置を有しており，造波水路の両端部には消波装置を設置

している．海浜地形は海底勾配，地形に合わせモルタ

ルの固定床で実験条件ごとに製作した．離岸堤は底部

のマウンド部分はベニヤ板で製作し，その上にブロッ

ク模型を積み上げて所定の離岸堤を設置した．模型縮

尺は実験波高10cm以上と実験周期1.0s以上を確保して

1/80とした．

（2）実験条件および実験方法

a）実験条件

検討対象地点は，計画外力の見直しにより既設離岸堤

のブロック質量が不足する箇所と，2008年高波で被災し

た離岸堤とした．表-1，図-3に対象離岸堤の諸元を示す．

海浜勾配については，現地の深浅測量をグループ化し

て1/90，1/36，1/18の4海浜縦断形状に代表させた．

離岸堤のブロックは突起形状の異なる2種類の既設ブ

ロックを使用した．タイプ1は三角型で、タイプ2は六

角十字型である．

堤前波高Hiは1000波の有義波高であり，ブロック必

要質量は設計波に対して，合田の砕波帯の波高変化（海

岸保全施設の技術上の基準・同解説，2004）からKD=9.0，

のり勾配1：1としてハドソン式により算定した値を参考

として記した．

b）実験方法

沖波の設定は検討対象地点の換算沖波相当の有義波

で，技術基準（2007）にならい，不規則波1000波を造波

した．なお，これは2008年高波時に，田中観測所地点で

の有義波高6mを越えるピーク発生の継続波浪時間（図-4

参照）の波数にほぼ相当する．また，スペクトル形式は
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表-1 対象離岸堤の諸元
図-2 実験水路の概要諸元

図－3 離岸堤の諸元模式図

図-4 波浪継続時間（H20.2月被災時）

図-5 沖波のスペクトル密度



ブレットシュナイダー・光易型を採用した．図-5に観測

スペクトルと採用スペクトルを示す．

造波水路内には図-2に示したように，沖側と離岸堤前

面，離岸堤後面にそれぞれ2台の容量式波高計を設置し

た．沖側の波高測定位置にて所定のスペクトル形式を用

いて，換算沖波有義波高と有義波周期が目標値となるよ

うに造波調整を行った．また，2台の波高計測データの

位相差から入反射分離推定法を用いて沖波波高，離岸堤

前面波高，透過波高を算定した．また，造波中のブロッ

ク被災状況や造波後のブロック被災の有無の把握のため

にビデオ撮影を実施した．

4. 既設離岸堤の被災メカニズム

対策工法設定の前に，見直された波浪による既設離岸

堤の被災メカニズムを確認するため，対象離岸堤1に計

画波を作用させて離岸堤の挙動を把握した．

写真-1に示すように，離岸堤上の波群中の高越波によ

って天端ブロックに過大な流体力が作用し，天端背後ブ

ロックが陸側へ移動した．その後，造波中の引き波時で

の戻り流れで離岸堤内の不安定なブロックは沖側にも移

動散乱した．海浜勾配が1/90の緩勾配であり，砕波後の

押し波流れの状態で越波する頻度が多い．また高越波時

には砕波波頂付近に空気の混入が見られ，離岸堤内の空

気が急激な水位上昇に伴って陸側へ押し出される水理現

象が見られることから，天端ブロックには水の流体力の

他，乱れによる作用も働き，背後に押さえのないブロッ

クが移動したものと考えられる．

図-6に示す現地の離岸堤被災後の測量結果でも陸側の

ブロックが移動散乱した状況と一致する．離岸堤の実態

調査の既往報告（1986）や曽我部ら（1982）でも「越波

の著しい場合には岸側ブロックに散乱が集中しKDの値も

小さくなる」ことが指摘されている．

5. 既設離岸堤の補強対策の選定

（1）補強対策工法の検討

既設離岸堤単独では高越波時に天端ブロックが散乱し

被災に至るので，補強対策工法を検討した．離岸堤背後

にハドソン式から求まる所要質量以上の補強ブロックを

腹付けしたが，既設ブロックとのかみ合わせが小さく，

腹付けブロックが陸側へ列ごと移動した（写真-2参照）．

また，越波量の低減を目的として，天端幅拡幅のために

離岸堤前面に1：1.8の緩勾配で既設と同質量のブロック

を前腹付けした結果，越波状態に大幅な改善とならず背

後ブロックが移動した（写真-3参照）．同じく，越波量

の低減と天端ブロックの補強のために，既設離岸堤の天

端部に所要質量以上のタイプ2のブロックを1層嵩上げ

する対策を実施した．造波中には大きな被災とはならな

いが嵩上げブロックと下層ブロックがかみ合い，群体と

なって岸沖方向に振動する挙動が見られ離岸堤断面とし

て不安定になる．（写真-4参照）．

（2）補強工法の提案

越波量の低減と離岸堤前面の補強を目的に図-7のよう

な，前面腹付けと天端嵩上げの複合方式の補強対策を行

ったところ離岸堤断面は安定することが判った．複合方

式の補強対策ではハドソン式から算定した質量以上のブ

ロック1層を既設離岸堤に嵩上げするため，離岸堤天端

高が増大され越波量も低減する．

6. 複合方式の補強工法のブロック特性

表-2に複合方式による補強工法の実験結果を示す．実
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写真-1 離岸堤単独の越波時の背後ブロック移動状況

図-6 現地被災後の測量結果

写真-2 背後腹付け対策離岸堤ブロックの挙動

写真-3 前腹付け対策離岸堤ブロックの挙動

写真-4 天端嵩上げ対策離岸堤ブロックの挙動



験は既設離岸堤単独の結果を踏まえ，補強に用いるブロ

ック質量を順次重くして，補強後の離岸堤ブロックの移

動状況と1000波造波後のブロックの移動個数を計測し

た．ハドソン式によるブロック必要質量（表-1参照）を

満たす場合にほぼ安定するものの，必ずしも十分でない

場合がある．

そのため，補強後離岸堤の安定性を評価する指標につ

いて以下のように検討した．離岸堤の安全性を確保する

ためには，所要断面の確保が必要であり，特にブロック

質量の算定には以下に示す安定数Nsによるハドソン公式

（海岸保全施設技術研究会編，2004）が用いられている．

…………………………（1）

ここにMはブロック質量，ρrはブロック密度，Srはブ

ロックの流体に対する比重である．

今回の複合方式の補強工法で腹付けしたブロック質量

から，（1）式を用いて複合腹付けブロックのNs値を逆算

した．表-2の中で，離岸堤ブロックの被災有無の判定で

は1000波造波後のブロック移動数が全体ブロック総数の

3％以内を被災無しと定義して対策効果を評価した．こ

れは離岸堤の効果および安全性に関する研究（建設省河

川局海岸課，土木研究所，1986）では，「使用されてい

るブロックの数％に散乱が生じても，離岸堤の機能効果

が著しく低下することは考えられない」との指摘からで

ある．

佐藤ら（1994）にならい，天端嵩上げに伴う離岸堤の

相対天端高hc/Hi（Hiは離岸堤前面の入射波高)とNsとの

関係を示すと図-8となる．図中の●印■印は離岸堤単独

（原型）および複合方式で被災したケースで，□印は複
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図-7 複合方式の補強対策案
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天端幅
B
(m)
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UmaxηcT/Bhc

透過率
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表-2 複合方式の離岸堤補強対策の実験結果一覧

図-8 hc/Hi～Nsとの実験結果



合方式で被災無しの安定したケースをプロットした．

実験の結果から，複合方式による補強対策では嵩上げ

天端高は前面波高比でhc/Hiが1.0以上で，かつ腹付けブ

ロックの安定数Ns値を1.5程度に設定することで概ねブ

ロックの被災のないことが判る．図中に遷移領域がある

が，原因としてブロック同士の組合せや実験精度のばら

つきなどが考えられる．

次に，離岸堤ブロックの岸側への移動や流出は，離岸

堤を越流する流れにより生じることから，最大水平粒子

速度Umaxを手引き書（1986）に示されている合田の二

つの実験式から求め，沼田（1975）にならい無次元越流

量 (Umax･η c･T ) / (B･hc)と安定数Nsの関係を実験結果か

ら整理した結果を図-9に示す．ここにη cは堤前面の波頂

高，Bは天端幅，Tは周期である．この結果，複合方式で

安定する場合の無次元越流量は概ね8以下であり，ブロ

ックの岸側流出の目安となる．

離岸堤の目的性能の変化を確認するため，図-10に離岸

堤相対天端高hc/Hiと離岸堤透過率Ht/Hiの関係を示す．

一般に，離岸堤天端高（hc）は入射波高（Hi）より大き

い場合に天端高に関係なく高い消波効果が期待できる．

本実験では，補強対策により天端の嵩上げを行うこと

で波を遮断する効果が高まるため，離岸堤の透過率は低

減しており，越波量が低減した効果と評価できる．設計

基準（海岸保全施設技術研究会編，2004）によると，

hc/Hiは0.5以上であることが推奨されている．

今回の複合方式での補強対策の実験では離岸堤の堤体

が安定していることを確認し，波高透過率も0.4以下で

あり，通常目標とされる0.6以下を満足している．

7. まとめ

計画外力増大に対する既設離岸堤の補強対策の断面と

必要なブロック質量の算定について検討を行った。

以下に，本研究により得られた知見をまとめる．

1）計画外力が増加すると，当然，既設離岸堤は被災す

る．無対策の離岸堤は天端背後ブロックが岸側方向に，

被災後は沖側方向にも散乱することを確認した．

2）必要質量を持つブロックで前面腹付けや背面腹付け

を行っただけでは岸側離岸堤ブロックが岸側方向へ移

動散乱する．越流量低減のために天端を嵩上げしただ

けでは，天端ブロックが振動するなど安定しない．

3）前面腹付け天端嵩上げの複合方式の対策は，波浪に

対しほぼ安定であり，対策工法として採用できること

が確認できた．

4）用いるブロックの安定条件はhc/Hiが概ね1.0以上で，

安定数Nsは概ね1.5以下である．

5）離岸堤ブロックの岸側への流出限界は，無次元越流

量 (Umax･η c･T ) / (B･hc)で評価すると概ね8以下で安定

である．

6）複合方式の対策では，堤体が安定するともに，波高

透過率も0.4以下であり，通常目標とされる0.6以下を

満足する．
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